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  事業事前評価表 

                      国際協力機構 

中東・欧州部中東第二課 

１．案件名（国名） 

国名：ヨルダン・ハシェミット王国  

案件名：アル・カラマ国境治安対策強化計画 
The Project for the Enhancement of Border Security at Al-Karamah 
Border Crossing in Jordan 

 

２．事業の背景と必要性  

(１) 当該国における治安対策分野の開発実績（現状）と課題 

ヨルダンは、政情や治安が不安定な中東地域にあって、中東和平に向けて建

設的な役割を担う国の一つとして我が国の中東政策において重要な国家である。

このためヨルダン自身が安定を保ち健全に発展することと、ヨルダンと近隣諸

国との関係を強化し地域の安定化に貢献することが重要な課題となっている。 

2005 年 8 月にはアカバ港での米軍艦船に向けたミサイル発射事件、同年 11

月にはアンマンのホテル 3 ヵ所での同時自爆テロ事件があった。また 2010 年

12 月にもアル・カラマにて自爆テロ事件が発生するなど、テロに対するリスク

は最近も継続している。2005 年の事件の犯人は武器を持ってイラクから入国し

たとされ、さらに、イラクの治安情勢が依然として不安定な中、2011 年末には

米軍がイラクから撤退するなど、イラクと国境を接するアル・カラマ国境の治

安対策はヨルダン国政府にとって重要性を増している。 

加えて、同国境はイラクとの唯一の国境であり、年間で約 40 万台の貨物と約

56 万人（2009 年実績）が行き交う交通の要衝である。イラクからの輸入が増加

している原油のエントリー・ポイントである等、同国境における対人・対貨物

双方の検査能力強化と、その強化に基づく効率的な通関手続の実現と物流の確

保は、ヨルダンや地域の治安向上および経済開発にとって重要な課題となって

いる。 

このように同国境の治安対策はヨルダン政府にとって極めて重要であり、米

軍の支援の下、貨物や手荷物に対する X 線や γ線の検査機が 2002 年以降順次導

入、運用されているが、高温や砂塵といった砂漠の厳しい気候条件の下、その

機能が劣化している。 

(２) 当該国における治安対策分野の開発政策と本事業の位置づけ及び必要性 

上記の 2005 年の事件以降、ヨルダン政府は、国境における治安対策強化や、

テロ再発防止のための法令整備、市内要所の警備強化などの措置を強化してい

る。本案件は、同国境における X 線検査装置等の設置・更新により検査能力を

強化し、国内の治安強化及び税関手続きの効率化を目指すものであり、政府の

進める治安対策の中核をなすものである。 

(３) 治安対策分野にかかる我が国及び JICA の援助方針と実績 

わが国は、ヨルダンの開発課題の一つとして「周辺地域の安定化促進」を掲

げ、「地雷・テロ対策支援」プログラムを策定し、無償資金協力「空港治安対

策強化計画（2010 年度）」や草の根無償による地雷除去等の案件を実施中であ
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る。 

(４) 他の援助機関の対応 

 特になし。ただし、同国境の既存検査機材は米軍により供与されている。 

 

３．事業概要  

(１) 事業の目的（協力プログラムにおける位置づけを含む） 

アル・カラマ国境において X 線検査装置等の設置・更新を行うことにより、

保安検査の処理能力と効率性の向上を図り、もって地域の治安維持ならびに経

済社会活動に伴う人や物資の効率的な移動に寄与する。 

(２) プロジェクトサイト/対象地域名 

 アル・カラマ国境（イラクとの唯一の国境ポイント） 

(３) 事業概要 

１) 土木工事、調達機器等の内容 

コンテナトレーラー、トラック及びタンクローリー検査用ドライブスルー

型（ポータル型）大型 X 線検査機材（1 台）及び乗用車用ドライブスルー

型（ポータル型）X 線検査機材（1 台）の設置・据付とそれらの安定稼動

に必要な建屋等の付帯設備の建設、旅客手荷物用 X 線検査機材（1 台）・

乗客用門型金属探知機（男女用各 1 台）の設置・据付 

２) コンサルティング・サービス/ソフトコンポーネントの内容 

新旧機材の段階的移行計画策定支援、長期的な視野での維持管理計画の策

定支援、放射線防護策策定支援 

(４) 総事業費/概算協力額 

総事業費 5.44 億円（協力概算額 日本側：5.42 億円、ヨルダン側：0.02 億

円） 

(５) 事業実施スケジュール（協力期間） 

2012 年 4 月～2013 年 12 月を予定（計 21 ヶ月）  

(６) 事業実施体制（実施機関/カウンターパート） 

 ヨルダン財務省税関局 

(７) 環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

1) 環境社会配慮 

① カテゴリ分類：C 

② カテゴリ分類の根拠：本事業は「国際協力機構環境社会配慮ガイドライ

ン」（2010 年 4 月公布）上、環境への望ましくない影響は最小限である

と判断される。 

2) 貧困削減促進：特になし。  

3) ジェンダー：特になし。 

4) 気候変動との関連：特になし。 

(８) 他スキーム、ドナー等との連携・役割分担：特になし。 

(９) その他特記事項：特になし。 

 

４. 外部条件・リスクコントロール 

 ヨルダン国内の政治・治安情勢が大きく悪化しない。 
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５. 過去の類似案件の評価結果と本事業への教訓 

(１)類似案件の評価結果  

X 線機材は設置場所の電力状態に影響を受けやすく、カンボジア国「主要国際

港湾保安施設及び機材整備計画」（2006 年度）では、頻発する停電によるダメ

ージから機材を守るために先方負担で無停電電源装置を設置している。 

(２)本事業への教訓 

本事業では、サイトの供給電源の現状を踏まえて調達機材に無停電電源装置

を含める。また、停電時の適切な機材操作方法を指導する。 

 

６. 評価結果 

以下の内容により本案件の妥当性は高く、また有効性が見込まれると判断さ

れる。 

(１) 妥当性 

 本事業は、２.事業の背景と必要性で記述のとおり、ヨルダンのニーズならび

に開発政策と十分に合致している。また、我が国援助重点分野に位置づけられ

る案件であり、イラクと国境を接するアル・カラマ国境において、検査機材の

増強により治安強化及び物流の円滑化の両面を図る本件の実施は、緊急性・必

要性が高い。 

(２) 有効性・インパクト 

 １) 定量的効果 

 （プロジェクト全体計画の目標達成示す成果指標） 

成果指標 現状の数値 

（2009 年） 

計画値 

（2016 年） 

高出力・物質識別能力を備えた X 線検査装置

による大型貨物車両の検査率 
0％ 100％ 

大型貨物車両の X 線検査 1 回あたり所要時間 2 分～15 分 0.5 分 

２) 定性的効果：地域の治安維持ならびに経済社会活動に伴う人や物資の効 

率的な移動 

(３) 実現可能性（前提条件）：特段の懸念はない。 

 

７. 今後の評価計画 

(１) 今後の評価に用いる主な指標 

６.(２) １)のとおり。 

(２) 今後の評価のタイミング 

事後評価 事業完成 3年後 

 

以 上 


